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2013 年度は履修者 4 名（1 年生 3 名、科目履修生 1 名）であった。2014 年度は履修者 5 名（2 年
生 3 名、1 年生 2 名）であった。 
本実践の 1 年目である 2013 年度は、教師である著者が主導となり課題を進めていく形で進行した
（表 1）。続いて 2 年目の実践では、Zhang らの先行研究の実践を受けて、教師が主導で課題を与え
遂行するモデルでスタートし、第 6 講から学習者が主導で学習課題を決定し、授業を遂行する臨機
応変な協調学習モデルに変更した（表 2）。 
いずれの実践でも授業では「教育課程の編成に関する基礎的研究 報告書 5 社会の変化に対応
する資質や能力を育成する教育課程編成の基礎原理（国立教育政策研究所、2013）」、「教育課程の編
成に関する基礎的研究 報告書 4 諸外国における教育課程の基準―近年の動向を踏まえて―（国
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た。また最終の第 14、15 講では授業のまとめを発表するように定められていた。 
 
表 1．2013 年度カリキュラム 
  学習内容 授業デザイン 
第 1 講 授業ガイダンス 
教員主導 
第 2 講 学習指導要領の背景 
第 3 講 諸外国における教育課程の基準 
第 4 講 諸外国における教育課程の基準 
第 5 講 諸外国における教育課程の基準 
第 6 講 諸外国の教育課程と学習指導要領 
第 7 講 前半のまとめ 
第 8 講 21 世紀型能力 
第 9 講 21 世紀型能力 
第 10 講 21 世紀型能力と授業 
第 11 講 21 世紀型能力と授業 
第 12 講 21 世紀型能力と授業 
第 13 講 後半のまとめ 
第 14 講 発表 
第 15 講 総括（教員の講義） 
 
表 2．2014 年度カリキュラム 
学習内容 授業デザイン 
第 1 講 授業ガイダンス 
教員主導 
第 2 講 学習指導要領の背景 
第 3 講 諸外国における教育課程の基準 
第 4 講 諸外国における教育課程の基準 
第 5 講 前半のまとめ 
第 6 講 課題の検討 
学習者主導 
第 7 講 21 世紀型スキルと能力 
第 8 講 21 世紀型スキルと能力 
第 9 講 資質能力と教科 
第 10 講 国内外における資質能力の評価 
第 11 講 資質能力と学習指導要領 
第 12 講 学習指導要領分析 
第 13 講 学習指導要領分析 
第 14 講 発表 
第 15 講 発表 
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３．分析 
本研究では日本教育大学院大学において実践した「学習指導要領論」での 2 年間にわたる授業実








課題への取り組みに変化が見られると考えられた。そこで本研究では、2013 年度と 2014 年度での
授業外課題に対し、それぞれの学習者がどのように取り組んでいたか（課題をやってきたか、やっ
てきていないか）について検討した。2013 年度の授業では教員から次週までに取り組むべき課題が













2 つ目の分析は、それぞれの学習者が 2014 年度の最初と最後の授業で学習指導要領（および教育
課程）についての理解が深くなっていたかについて授業で利用したワークノートから検討した。具
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４．集団的認知責任への検討 
4.1 課題への取り組み 
本研究では、集団的認知責任への検討として 2013 年度と 2014 年度での授業外課題に対し、それ
ぞれの学習者がどのように取り組んでいたか（課題をやってきたか、やってきていないか）につい
て検討した。結果を表 3 に示す。表 3 は全 15 回の授業において、出された課題件数と出席者がその
課題に取り組んできたか否かを示している。2013 年度には 50 件の課題がクラス全体で出されてい
た。課題件数の算出方法は課題が出された授業日の出席者数の総和となっている。1 名の学習者が
取り組んだ数はそれぞれ出席数によって異なるが、履修者が 4 名であることから 1 名あたりの課題
数は 12 件程度であった。これに対し、学習者が取り組んだ課題は 45 件であり、全体で 90％の取り
組み率であった。特に授業終盤の第 12、13 講では 4 名中 2 名しか課題に取り組んでいない状況も見
受けられた。2014 年度は 64 件の課題が出され（学習者が独自に設定したものを含む）、学習者が取
り組んだ課題は 63 件であり、全体で 98.4％の取り組み率であり、1 名の学習者が 1 度課題に取り組
まなかった以外すべての課題に対し、すべての学習者が取り組んでいた。 
 
表 3. 課題への取り組み状況 
  課題件数 取組件数 取組率（％） 
2013 年度 50 45 90.0 




2014 年度の第 6 講以降は、学習者が自律的に課題を検討しグループを組み替えることが可能な、
臨機応変な協調学習の形式で授業が実践された。これを受けて、実際に課題に対し、グループの組
み替えが自律的に起きていたかどうかを検討した。グループの組み替えと課題との関係を表 4 に示
す（表中の A～E は各学習者を示す）。表 4 から学習者は自律的に課題毎にグループを組み替えてい
ることが示唆された。 
 
表 4. 2014 年度第 6 講以降のグループ構成 
課題 グループ構成 
21 世紀型スキルと能力 A・B・C D・E 
資質能力と教科 A・D・E B・C 
国内外における資質能力の評価 A・D・E B・C 
資質能力と学習指導要領 グループ無（全員） 
学習指導要領分析 A・D B・C・E 
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4.2.2 授業内外における課題の検討や共有に関する検討 




共有フォルダの利用については、対象となっている授業において、2013 年度および 2014 年度第 6
講までの教員主導の授業デザインでは利用していなかった Web 上の共有フォルダを学習者が自発
的に利用したという事例である。日本教育大学院大学では Google 社提供の Google Apps を導入して
おり、学生 1 人 1 人にアカウントが与えられ、Gmail の利用や Google Drive 等が利用可能な状況で
あった。このような状況を受け、学習者は対象授業における課題の検討や共有に Google Drive を利
用し、ドキュメントを web 上で共有し、議論していた。 
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2013 年度に扱った課題は表 1 から見られるように、「学習指導要領の背景（歴史や変遷等）」「諸
外国における教育課程の基準」「諸外国の教育課程と学習指導要領」「21 世紀型能力」および「21











2014 年度、第 1 講と第 15 講で「学習指導要領はどのように利用すればよいか？」「あなたはどの
ように単元計画を作成するか？」をワークノートに記述させておりこの記述を比較した。 5 名の学














































web 上の共有フォルダを利用するという事例が見られた。同様の web フォルダは授業実践で利用さ
れ始めている（例えば、高村 2015）。本実践での特徴は学習者が自発的に利用し始めたことだと考
えられる。一方で、そこへ蓄積されている学習者の学習プロセスの分析が本研究では課題と言える。
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すために研究的実践者と実践的研究者（単なる、specialist でも、単なる practitioner でもなく、この
両者こそ専門家と言われるのに相応しい）の真摯で活発な対話に一層努めたいと思う。 
 
 
